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ロック、 トタン等に加え木材が多用されていることから燃え移りやすい状況にあると考えられる。ケソン市消防

局の記録州こよると約40万人の人口を要する 1地区の2010年4月の火災による出動件数は23件で、 そのうち航

空写真による市街地形状と照合してスラム火災と考えられるものは2件であった。

(3) 火災への対策

フィリピンの消防機関は内務省下に置かれ、ケソン市内の消防署はケソン市役所に隣接するケソン市消防本部

の他に4つの地区に各 1カ所ずつ置かれ519人の署員（人口 1万人あたり 1.94人）が配備されている (2010年）。

そのほか消火活動や消防設備の配備に対し華人団体などのボランティアが支援を行っている。

建物の安全性についてフィリ ピンでは建築確認制度上では消防関連審査がある 5)。しかしスラムは不法に作ら

れているため審査過程を経ることはない。スラム内は通路が狭く入り組み、人口密度が高いことによ り消火活動

が困難な状況にある。また消防水利の確保が難しく、 消防器具の平常時設置を試みても盗難により 常設が難しい

とのことであった。

3. スラム火災の事例

(1) ケース 1: Damaya Lagi Squatter Colony, Brgy. Damayan Lagi, Q. C. 

2010年4月25日午後、住民証言による と14時30分頃にガスランプ事故によって出火、 15時47分に消防に通

報が入る。消防局の記録 6)ではスラム内から外に出よ うとする群衆に阻まれ消火活動が困難であったとある。翌

26日の 4時22分に鎮火。1,675世帯、 5,944人が被災し、住民が 1名死亡、ボランティアが 5名負傷した。 過去

にも火災は数回あったが、今回の火災では約3.5haある占有地の半分以上を消失した。被害総額の見積も りは1000

万フィ リヒ°ンペソ。

住民は近接する病院の敷地にテン トを張り 2週間ほど避難生活を送った。ケソン市の社会福祉部Social

Services Development Department (SSDD)や赤十字RedCross、華僑NGOが食料や毛布、蝋燭、 調理器具などの緊急

支援を行っている。SSDIによると災害被災者は本来であれば郊外のモンタルバンに移転させる方針であるが、2009

年に起きたオンドイ・ペペン水害被災者の移転によ り移転させる土地がなく、住居を保有していた 697世帯は占

有地に戻り再び住宅を建築している因市からは見舞金として持ち家世帯に対してPhp2,000、借家世帯にPhpl,000

が支払われた心

左：固 1火災の様子/The Province HPより転載

http://www.theprovince.com/Fire+rages+through+slum+Quezon+City+Phi lippines/2949610/story.html 

右：図 2Damaya Lagi Squatter Colonyの火災後航空写真/2011.04. 26 Goog I e Earth. 灰色、白色の新しい屋根の部分が火災の

範囲と推定される。

2 この地域も同水害により 2階まで浸水しており、住宅の 2階や屋根に避難をおこなっている。

3 このとき ヒアリングした女性は 34年間この場所に住んでおり 6人家族。バランガイオフィシャルのスタッフ

をしており月収はPhp8,000
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/2010.09. 18 

図 3" Damaya Lagi Squatter Colony"のスラムの道路に面する部分

左：図 4Damaya Lag i Squatter Co I anyのスラム内部の

様子/2010.09.18 スラム内部は火災の跡はほとんど見

られず新しい建材で居室群が構築されている。

右 ：図 5Dama ya Lag i Squatter Co I anyのスラム内部の

様子/2010.09. 18 壁に焼け煤が見える

(2) ケース 2:Palanas area Brgy. Vasra, North Avenue, Q. C. 

2010年 7月 20日午後に木質系住宅2階建てから出火。出火原因は不明だが出火後LPガスに引火して被害が拡

大し、 13時 27分に消防へ通報。 16時7分に鎮火したが 295世帯、 1,205人が被災した。死者、負傷者はなし。

被害総額の見積もりは 700万フィリヒ゜ンペソ。バランガイでは避難訓練を行っているそうだが実際の火災は非常

に激しく、現場は逃げようとする住民と、家財を持ちだそう とする住民が混ざり合いパニック状態であったと話

している。

住民は近接する NinoyAquino Parks and Wild life Centerに避難を行い、 SSDDや RedCross、NGOが食料や

生活用品の支援を行った。住宅保有者は火災後 2-3週間で再び土地を占拠し、 NGOによる資材提供のもと従前か

らの場所に住宅の建築を行っている。

左：図 6火災後航空写真/2011.04. 26 Goog I e Earth, 白色の屋根部分が延焼範囲。北側の農業省の屋根が一部焼け落ちている。

右：図 7スラム外観/2010.09. 18 : 道路に面する部分は小売店舗のサリサリストアが並んでいる
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左：図 8スラム内部/2010.09. 18: 新しい建材で居住群が作られている。所々建築中の場所もあった。

中：図 9スラム内部/2010.09. 18: 水道は道路からホースで引いている。

右：固 10隣接する農業省の建物/2010.09. 18 : 延焼したままの状態である。

4. 災害対策としてのスラム環境改善

フィリ ピンではマルコス政権時代から不法占拠地の公共集合住宅化による住環境改善が試みられてきたが、流

入する人口に対し数量が不足し再スラム化が起こっている。またサイトアン ドサービス事業により郊外への不法

占拠者の移転が行われたが都市への再流入が起こ り、スラムの解消には至っていない。ここでは近年コ ミュニテ

ィ抵当事業 4を用いてスラムの住環境を改善する事例を挙げる。

(1) ケース 1: ESCOPA Social Housing Project 

市の機関である Housingand Urban Renewal Authority (HURA)と国の機関である HomeDevelopment Mutual Fund 

による事業。 1階あたり 16室の 5階建てが 2棟完成している。スラム住民はコミュニティ組織を立ち上げ行政と

の事業を進める。住民は近憐から移動してきており、空いた土地が次ぎのプロジェクト地になる。住民は家賃と

して毎月 2,500ペソ支払い、 25年支払うと居室の所有権を得る。居室面積はスラムよ り狭くなること、家賃が発

生することなどから移動したがらない住民も多く、最終的に拒否する者は別の土地に出て行く こともある。構造

種別は鉄筋コンクリート造で、階段室には消火栓が設置されていた。

左：図 11 事業実施前の航空写真/2001.07. 11 Google Earth 

右：図 12 事業実施後の航空写真/2011.02. 05 Goog I e Earthに加筆

4 コミュニティ抵当事業 (CommunityMortgage Program) : 公的機関が住民組織に対し、不法占拠状態にある

土地を購入するために低利で融資を行うもの。
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左：図 13 建物外観/2010.09.18 

右：図 14 内部の様子/2010.09 18 

(2) ケース 2: Si tio Pajo Development Project 

ケソン市UrbanPoor Affaires Office (UPAO) とフィリピンのNGOGawad Karinga (GK)、国の機関である Social

Finance Corporation (SHFC)、住民コミュニティ組織による共同事業。UPAOは土地の整備を行ない、GawadKaringa 

が住宅の供給を行なう。地主からの士地の買収は SHFCの低利融資で行なう。住民は士地代として一定の金額を

25年間支払うと所有権が移転される。建物は一定のコ ミュニティ活動か建設作業への参加を行なうことによ り無

料で支給される。上地代の支払いが必要とされるので事業に反対する住民も多い。この場所では 2008年に火災が

発生し 300rrf焼失したことからそれを機に事業を受け入れる者、違う場所に転出する者も出ている。

長屋立てで、ある程度の路地幅が確保されているため、避難や消火活動は行ないやすいと考えられる。 一方で

現地再建であるため立地による危険性は低減されておらず、周囲をスラムに囲まれていることによる延焼やク リ

ークによる洪水危険性はあり、実際にオンドイ水害の際も2階まで浸水している。

一方でコミュニティ抵当事業が住民の組織化を前提としており、またGKも住宅の提供にはコ ミュニティ活動を

要件としているため、住民による見回り活動が行われている。住民ヒアリングでは事業の実施前は知らない者同

士であったが、事業後はコミュニティが出来、近隣で火災が発生した場合や水害の後も支援活動を行っている と

のことであった。

左 ：図 15 事業実施前の航空写真/2007.03.03Google Earthより

右：図 16 事業実施後の航空写真/2011.02. 05 Goog I e Earthより

左 ：図 17 内部の様子/2010.09.18 長屋形式でCB造の住戸が並んでいる

右：図 18 配置図/2010.09.18 まだ建設中の部分もある



― 96 ―



― 97 ―




